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神奈川県監査委員報告第13号 

 

 

監査の結果に関する報告について 
 

 

神奈川県監査委員監査基準に準拠し、地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第１項、

第２項及び第４項の規定に基づく監査を実施し、監査の結果に関する報告を決定したので、

同条第９項の規定により次のとおり提出します。 
 
 
令和７年７月25日 
 

 
神奈川県議会議長      長  田  進  治 様 

神奈川県知事        黒   岩   祐   治 様 

神奈川県教育委員会教育長  花  田  忠  雄 様 

神奈川県公安委員会委員長  笹  野  章  央 様 

 

 

神奈川県監査委員  大   竹   准   一 

同         吉   川   知 惠 子 

同         中  家   華    江 

同         柳  下    剛   

同         斉  藤  た か み 
 

 
第１ 監査の種類 

財務監査（定期監査）及び行政監査 
 

第２ 監査の対象 

１ 財務監査（定期監査） 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理 
 

２ 行政監査 

事務の執行（１に定める監査の対象を除く。） 
 
第３ 監査の着眼点 

事務事業が法令等に従って適正に行われているか、最少の経費で最大の効果を挙げ

るようにし、その組織及び運営の合理化に努めているかなどに着眼して監査するもの

である。 

 

第４ 監査実施箇所数 

出先機関348か所のうち、令和７年４月30日までに監査の結果を取りまとめた87か所

（他の監査実施箇所については、今後、監査の結果を取りまとめ次第報告する予定） 
 

第５ 監査実施期間 

令和６年12月19日から令和７年４月30日まで 

（職員調査は、令和６年12月２日から令和７年４月18日まで実施） 
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第６ 監査の実施内容 

１ 財務監査（定期監査） 

令和６年度の事務事業を対象として、次の各事項について監査を実施した。 

なお、必要に応じて過年度の事務事業も対象とした。 

⑴ 予算執行の適否 

⑵ 収入の適否 

⑶ 支出の適否 

⑷ 会計事務処理の適否 

⑸ 契約締結手続及び履行の適否 

⑹ 課税徴収事務の適否 

⑺ 工事執行の適否 

⑻ 補助金その他財政的援助の適否 

⑼ 現金及び有価証券の出納保管の適否 

⑽ 財産の取得、管理及び処分の適否 

⑾ 庶務事務執行の適否 

⑿ その他必要と認める事項 

 

２ 行政監査 

１の監査と併せて、次の各事項についても監査を実施した。 

⑴ 事務事業執行の適否 

⑵ 組織及び執行体制の当否 

⑶ その他必要と認める事項 

 

第７ 監査の結果 

１ 監査結果の概要 

監査の結果、指摘事項が38件認められ、その内訳は不適切事項37件、要改善事項１

件であり、これを局等別に示すと次表のとおりである。   

（単位：か所、件） 
                               
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

局    等 
実施 

箇所数 

指摘事項が 

認められた箇所 

内 訳 

不適切事項 要改善事項 

箇所数 件 数 箇所数 件 数 箇所数 件 数 

政 策 局 ３ ３ ４ ３ ４ ０ ０ 

総  務  局 ３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

くらし安全防災局 １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

文化スポーツ観光局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

環 境 農 政 局 １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

福祉子どもみらい局 ６ ３ ３ ３ ３ ０ ０ 

健 康 医 療 局 ４ １ ２ １ ２ ０ ０ 

産 業 労 働 局 ６ ２ ２ ２ ２ ０ ０ 

県 土 整 備 局 ６ ４ １０ ４ ９ １ １ 

企 業 庁 ７ １ １ １ １ ０ ０ 

教 育 委 員 会 ２９ １０ １４ １０ １４ ０ ０ 

公 安 委 員 会 ２１ １ ２ １ ２ ０ ０ 

計 ８７ ２５ ３８ ２５ ３７ １ １ 
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(注)１ 「不適切事項」とは、次のいずれかに該当すると認められる事案で、是正、

改善等の措置状況の報告を求める必要があるものをいう。 

⑴ 法令等に違反すると認められる事案 

⑵ 予算目的に反していると認められる事案 

⑶ 不経済な行為又は損害が生じていると認められる事案 

⑷ 事務処理等が適切を欠くと認められる事案 

２ 「要改善事項」とは、次のいずれかに該当する事案で、是正、改善等の措

置状況の報告を求める必要があるものをいう。 

⑴ 経済性、効率性又は有効性の観点から改善が必要と認められる事案 

⑵ 事務・事業の執行に当たり、今後、改善又は見直しが必要であると認め

られる事案 

３ 不適切事項の指摘箇所と要改善事項の指摘箇所には、重複している箇所が

あるため、指摘事項が認められた箇所数は、内訳に記載の箇所数の合計とは

一致しない。 

 

２ 不適切事項 

⑴ 項目別件数内訳 

不適切事項37件の内容は、後記「４ 箇所別の監査結果」のとおりであるが、指

摘した事務の別に整理すると次表のとおりである。 

項    目 件  数  （件） 構 成 率  （％） 

  ３２ ８６．５ 

予 算 執 行 ３ ８．１ 

収 入 ０ ０ 

支 出 ３ ８．１ 

会 計 事 務 処 理 ０ ０ 

契 約 １７ ４５．９ 

課 税 徴 収 ０ ０ 

工 事 ０ ０ 

補 助 金 ０ ０ 

現金・有価証券 ０ ０ 

財 産 ７ １８．９ 

庶 務 ２ ５．４ 

そ の 他 ０ ０ 

行 政 監 査 ５ １３．５ 

 事 務 事 業 ３ ８．１ 

組織・執行体制 ０ ０ 

そ の 他 ２ ５．４ 

計 ３７ １００．０ 

（注）構成率は、小数点第２位以下を四捨五入しているため、各項目を

合計しても100％にはならない。 

 

  

財 務 監 査 
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⑵ 特記すべき事案 

不適切事項37件のうち、特記すべきものが次のとおり10件ある。 

ア 金額的に特記すべき事案 

(ｱ) 過大支出又は収入不足の指摘でその規模が５万円以上のもの 

ａ 支出 

 委託訓練「大型自動車一種運転業務従事者育成コース」（令和６年９月生・

11月生）募集案内の作成（契約額451,000円）について、受注者へ提供した原

稿の一部に誤りがあったことから、募集案内の再印刷が必要となった。これに

より、55,000円の追加費用が発生していた。 

（産業労働局 神奈川県立東部総合職業技術校二俣川支所 p.９） 

 

(ｲ) 支払不足又は過大徴収の指摘でその規模が10万円以上のもの 

該当なし 

 

(ｳ) 上記(ｱ)又は(ｲ)には該当しないが、収入又は支出に関する指摘でその規模が

100万円以上のもの（契約手続に関するものを除く。） 

ａ 予算執行 

 令和５年度道路維持管理工事（県単）その１道路保守業務委託契約ほか１件

（当初契約額計52,844,000円）の執行に当たり、公共工事設計労務単価等の改

定に伴う業務委託料の変更に係る受注者との協議に基づき、業務完了日（令和

６年３月28日及び同月29日）までに増額分（計3,362,700円）の変更契約を行

うべきところ、同年４月15日及び同年５月８日に業務委託料の追加支払に係る

契約をそれぞれ新たに行い、令和６年度予算により執行していた。 

（県土整備局 神奈川県横須賀土木事務所 p.９） 

 

(ｴ) 財産管理に関する指摘でその規模が100万円以上のもの 

○ 賃貸借により調達した仮設トイレ２棟（契約額1,169,300円）について、借

用物品台帳への記録や借用物品管理票の作成など、神奈川県財務規則に定め

る物品の管理に係る手続を行っていなかった。 

（県土整備局 神奈川県横須賀土木事務所 p.９） 

 

○ 重要物品である電話交換機（価格3,962,000円）について、神奈川県財務規

則で定められた本庁機関の課長の承認を受けないまま、不用決定を行ってい

た。 

（教育委員会 神奈川県立歴史博物館 p.12） 

 

(ｵ) 契約手続に関する指摘でその規模が1,000万円以上のもの 

令和６年度予算で執行する神奈川県立子ども自立生活支援センター洗濯業務

委託契約ほか１件（契約額計13,571,448円）について、会計局長通知に反し、

令和５年度である令和６年３月29日に契約を締結していた。 

（福祉子どもみらい局 神奈川県立子ども自立生活支援センター p.８） 

 

 

 



5 

 

イ 内容的に特記すべき事案 

(ｱ) 法律・規則（政省令及び条例を含む。）違反のもの 

ａ 同一箇所で異なる法律・規則違反が３件以上あったもの 

(a) 契約事務において、物品の購入を含む令和６年度公園整備工事（県単）そ

の４令和６年度公園緑地等維持管理工事（県単）その１合併（契約額

497,200円）の締結に当たり、神奈川県財務規則運用通知に定める見積合せ

を省略できる要件に該当しないにもかかわらず、一者随意契約を行っていた。 

(b) 物品管理事務において、賃貸借により調達した仮設トイレ２棟（契約額

1,169,300円）について、借用物品台帳への記録や借用物品管理票の作成な

ど、神奈川県財務規則に定める物品の管理に係る手続を行っていなかった。

【再掲】 

(c) 文書の管理において、令和５年度道路維持管理工事（県単）その１道路保

守業務委託契約に係る変更協議関係書類１点を紛失していた。 

(d) 事務事業の執行において、健康増進法に規定する第一種施設である横須賀

土木事務所の庁舎管理に当たり、同法等により、同事務所の敷地内は、喫煙

することができる場所が区画され、喫煙をすることができる場所である旨を

記載した標識を掲示する等の要件を満たした特定屋外喫煙場所以外は喫煙禁

止場所とされているにもかかわらず、これらの要件を満たさない場所を喫煙

場所とし、灰皿を利用できる状態で設置していた。また、当該喫煙場所の一

部については、望まない受動喫煙を生じさせ得る場所を喫煙場所としてお

り、同法により求められる配慮が不十分であった。  

（県土整備局 神奈川県横須賀土木事務所 p.９） 

 

ｂ 同一箇所で同一の法律・規則違反が３件以上あったもの 

(a) 契約 

令和６年度切手購入代５件、136,734円の履行確認に当たり、神奈川県財

務規則に基づく検査調書を作成していなかったにもかかわらず、この場合に

同規則により必要とされる履行確認に関する記録の作成を行っていなかった。 

 （福祉子どもみらい局 神奈川県立女性相談支援センター p.８） 

 

(b) 行政監査 

産業廃棄物収集運搬及び処分業務に係る支払関係書類など計13点を紛失し

ていた。 

（教育委員会 神奈川県立生命の星・地球博物館 p.13） 

 

ｃ 法律・規則違反の状態が１年以上継続しているもの 

該当なし 

 

(ｲ) 予算目的に著しく反しているもの 

該当なし 

 

(ｳ) 事務処理等が著しく不適切なもの 

ａ 法定期限はないが事務処理の遅延が１年以上にわたるもの 

ｂ 県民の身体、生命及び財産等に直ちに影響のあるもの 
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ｃ 県民が利用する施設等の管理を怠り危険な状態となっているもの 

ｄ 業者等への支払の期限を６月以上超過しているもの 

ｅ 上記のほか、故意又は重大な過失が認められるもの 

いずれも該当なし 

 

３ 要改善事項 

      要改善事項の１件を、指摘した事由の別に掲げると次のとおりである。 

    

⑴ 経済性、効率性又は有効性の観点から改善が必要と認められる事案 

該当なし 

 

⑵ 事務・事業の執行に当たり、今後、改善又は見直しが必要であると認められる事案 

ア 公園使用料の調定に関する件 

（県土整備局 神奈川県平塚土木事務所） 

神奈川県立秦野戸川公園（以下「秦野戸川公園」という。）における臨時駐車場

の管理許可に伴う土地使用料について、令和５年４月から令和６年３月までの期間

における臨時駐車場の開場日に係る収入調定を翌年度である令和６年５月に一括し

て行っていた。 

 

秦野戸川公園においては指定管理者制度が導入されており、秦野戸川公園の指定

管理者は、公園利用者のサービス向上のために、駐車場の管理運営を指定管理業務

として行っている。 

神奈川県平塚土木事務所は、都市公園法第５条の規定に基づき公園施設である駐

車場の管理許可を指定管理者に対して行っており、その許可期間は令和４年４月１

日から令和９年３月31日までとなっている。そして、公園施設の管理許可に当たっ

ては、神奈川県都市公園条例（以下「都市公園条例」という。）第24条に基づき、

使用料を徴収することとされており、その算定に当たっては、都市公園条例別表第

２により、使用部分の土地の面積や使用期間などに応じて算定することとなるが、

駐車場に係る使用料については、「指定管理者等に対する都市公園使用料の取扱い

について」（平成18年３月１日都公第453号県土整備部長通知）において、土地の

面積については直接使用収益をあげている区域のみを、使用期間については駐車料

金を徴収する日数のみをそれぞれ算定の対象とすることとする特例措置が定められ

ている。 

秦野戸川公園の駐車場には、常設駐車場（使用料徴収対象面積9,782.30㎡、収容

台数334台）と臨時駐車場（使用料徴収対象面積6,444.00㎡、収容台数240台）があ

り、駐車料金を徴することのある期間（以下「有料開場期間」という。）は、とも

に令和５年４月から令和６年３月とされているが、常設駐車場は、有料開場期間の

全日開場されるのに対して、臨時駐車場は、指定管理者が有料開場期間の各日の状

況に応じて開場する日を決定しており、有料開場期間が終了するまでは、駐車料金

を徴収する日数が確定しないことになる。このようなことから、神奈川県平塚土木

事務所は、常設駐車場については当該年度当初に土地使用料の調定を行っているが、

臨時駐車場については、翌年度の４月７日までに指定管理者から提出される使用実
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績報告書に基づき調定を行っており、令和５年４月から令和６年３月までを対象期

間とする分については、常設駐車場分の347,193円は令和５年５月10日に、臨時駐

車場分の9,034円は翌年度である令和６年５月14日に調定を行っていた。 

しかしながら、臨時駐車場について、年度当初に既に管理許可がなされているに

もかかわらず、当該管理許可に伴う土地使用料の調定を一括して翌年度に行ってい

る現状は、早期の収入確保の観点からみて適切とは認められない。また、神奈川県

平塚土木事務所では、同事務所管内の他の都市公園における駐車場の管理許可や年

度当初に占用許可がなされている道路、河川等の当該占用許可に伴う土地使用料の

調定は、遅くとも第１四半期内には行われていることから、これらの事案との公平

性の観点からみても適切とは認められない。さらに、指定期間が終了し、指定管理

者が変更となった場合に、変更後の指定管理者から指定期間開始前の臨時駐車場に

係る土地使用料を誤徴収するリスクもある。 

したがって、秦野戸川公園における臨時駐車場の管理許可に伴う土地使用料の調

定に当たっては、事務処理の負担にも留意しつつ、四半期など一定の期間が経過し

て駐車料金を徴する日数が確定するごとに調定を行うこととするなどして、土地使

用料の調定に係る事務が適切に行われるよう改善する必要がある。 

 

４ 箇所別の監査結果 

監査した87か所のうち、不適切事項又は要改善事項が認められた箇所は25か所であ

り、また、認められなかった箇所は62か所で、それぞれの箇所をその属する局等別に

整理すると次のとおりである。 

なお、前記「２ 不適切事項」の「⑵ 特記すべき事案」で記載した事項について

は、「特記前出」と表記している。 

 

⑴ 不適切事項又は要改善事項が認められた箇所（25か所、38件） 

ア 政策局（３か所、４件） 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項又は要改善事項 

神奈川県統計セン

ター 

令和７年１月

15日（令和６

年12月６日職

員調査） 

（不適切事項） 

庶務事務において、現金支給の対象となっ

た臨時的任用職員の令和６年７月分の給与

１名分、151,071円について、職員の給与及

び通勤に要する費用の弁償に関する条例に基

づき令和６年７月16日に支給すべきところ、

同年８月１日に支給していた。 

神奈川県立公文書

館 

令和７年３月

21日（令和６

年12月５日職

員調査） 

（不適切事項） 

 契約事務において、次のとおり誤りがあっ

た。 

１  事 務 用 什 器 の 購 入 契 約 （ 契 約 額

5,445,000円）の履行確認に当たり、神奈

川県財務規則に基づき検査調書を作成しな

ければならない場合に該当するにもかかわ

らず、これを作成していなかった。 

２ 令和６年度のデジタルサイネージ機器の
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購入契約ほか１件（契約額計44,220円）に

ついて、契約準備期間中は見積合せ結果の

通知の送付までしか認められていないにも

かかわらず、令和５年度に契約を締結して

いた。 

神奈川県立かなが

わ県民活動サポー

トセンター 

令和７年１月

30日（令和６

年12月17日及

び同月18日職

員調査） 

（不適切事項） 

契約事務において、駐車場通信機器の賃貸

借契約（契約額32,076円）について、債務負

担行為としての議会の議決を経ることなく、

年度を超えて契約を締結していた。また、前

金払できる経費に該当しないにもかかわらず、

できるものとして契約を締結して前金で支払

っていた。 

 

イ 福祉子どもみらい局（３か所、３件） 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項又は要改善事項 

神奈川県立女性相

談支援センター 

令和７年３月

14日（令和７

年２月３日職

員調査） 

（不適切事項） 

契約事務において、令和６年度切手購入代

５件、136,734円の履行確認に当たり、神奈

川県財務規則に基づく検査調書を作成してい

なかったにもかかわらず、この場合に同規則

により必要とされる履行確認に関する記録の

作成を行っていなかった。〔特記前出〕 

神奈川県立子ども

自立生活支援セン

ター 

令和７年４月

３日（令和７

年２月６日及

び同月７日職

員調査） 

（不適切事項） 

契約事務において、令和６年度予算で執

行する神奈川県立子ども自立生活支援セン

ター洗濯業務委託契約ほか１件（契約額計

13,571,448円）について、会計局長通知

に反し、令和５年度である令和６年３月29

日に契約を締結していた。〔特記前出〕 

神奈川県立おおい

そ学園 

令和７年２月

10日及び同年

４月10日（令

和７年２月７

日及び同月10

日職員調査） 

（不適切事項） 

 契約事務において、産業廃棄物（廃プラス

チックほか）の処分委託契約（単価契約、概

算総価額943,800円）の締結に当たり、神奈

川県財務規則に定める見積書を徴することを

省略できる要件に該当しないため、当該契約

の受託者となる者から見積書を徴すべきとこ

ろ、収集運搬委託契約の受託者となる者から

処分委託業務を含めた見積書を徴して契約を

締結していた。 
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ウ 健康医療局（１か所、２件） 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項又は要改善事項 

神奈川県精神保健

福祉センター 

令和７年４月

30日（令和６

年12月９日職

員調査） 

（不適切事項） 

１ 契約事務において、令和６年度こころと

いのちの地域医療支援事業（自殺対策）か

かりつけ医うつ病対応力向上研修事業委託

契約（契約額1,182,600円、契約期間：令

和６年４月１日から令和７年３月31日ま

で）の締結に当たり、契約日が令和６年４

月12日であるにもかかわらず、契約の効力

について遡及条項を設けることなくその効

力を遡及させていた。 

２ 財産管理事務において、事務室に係る行

政財産の目的外使用許可（使用料3,441

円）について、許可日及び許可期間の開始

日を遡って許可を行っていた。 

 

エ 産業労働局（２か所、２件） 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項又は要改善事項 

神奈川県立東部総

合職業技術校二俣

川支所 

令和７年３月

31日（令和７

年２月12日職

員調査） 

（不適切事項） 

支出事務において、委託訓練「大型自動車

一種運転業務従事者育成コース」（令和６年

９月生・11月生）募集案内の作成（契約額

451,000円）について、受注者へ提供した原

稿の一部に誤りがあったことから、募集案内

の再印刷が必要となった。これにより、

55,000円の追加費用が発生していた。〔特記

前出〕 

神奈川県立西部総

合職業技術校 

令和７年４月

17日（令和７

年３月14日及

び同月17日職

員調査） 

（不適切事項） 

庶務事務において、現金支給の対象となっ

た臨時的任用職員の令和７年１月分の給与１

名分、273,874円について、職員の給与及び

通勤に要する費用の弁償に関する条例に基づ

き令和７年１月16日に支給すべきところ、同

月22日に支給していた。 

 

オ 県土整備局（４か所、10件） 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項又は要改善事項 

神奈川県横須賀土

木事務所 

令和７年１月

30日（令和６

年12月17日か

ら同月19日ま

で職員調査） 

（不適切事項） 

１ 予算の執行において、次のとおり誤りが

あった。 

 ⑴ 令和６年度公園整備工事（県単）その

４令和６年度公園緑地等維持管理工事

（県単）その１合併（契約額497,200
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円）の執行に当たり、エアコンの購入に

要する経費（136,620円）については

「（節）備品購入費」とすべきところ、

設置費と併せて全額を「(節)需用費」で

執行していた。 

 ⑵ 令和５年度道路維持管理工事（県単）

その１道路保守業務委託契約ほか１件

（当初契約額計52,844,000円）の執行に

当たり、公共工事設計労務単価等の改定

に伴う業務委託料の変更に係る受注者と

の協議に基づき、業務完了日（令和６年

３月28日及び同月29日）までに増額分

（計3,362,700円）の変更契約を行うべ

きところ、同年４月15日及び同年５月８

日に業務委託料の追加支払に係る契約を

それぞれ新たに行い、令和６年度予算に

より執行していた。〔特記前出〕 

２ 契約事務において、物品の購入を含む令

和６年度公園整備工事（県単）その４令和

６年度公園緑地等維持管理工事（県単）そ

の１合併（契約額497,200円）の締結に当

たり、神奈川県財務規則運用通知に定める

見積合せを省略できる要件に該当しないに

もかかわらず、一者随意契約を行ってい

た。〔特記前出〕 

３ 物品管理事務において、賃貸借により調

達した仮設トイレ２棟（契約額1,169,300

円）について、借用物品台帳への記録や借

用物品管理票の作成など、神奈川県財務規

則に定める物品の管理に係る手続を行って

いなかった。〔特記前出〕 

４ 文書の管理において、令和５年度道路維

持管理工事（県単）その１道路保守業務委

託契約に係る変更協議関係書類１点を紛失

していた。〔特記前出〕 

５ 事務事業の執行において、健康増進法に

規定する第一種施設である横須賀土木事務

所の庁舎管理に当たり、同法等により、同

事務所の敷地内は、喫煙することができる

場所が区画され、喫煙をすることができる

場所である旨を記載した標識を掲示する等

の要件を満たした特定屋外喫煙場所以外は

喫煙禁止場所とされているにもかかわら

ず、これらの要件を満たさない場所を喫煙

場所とし、灰皿を利用できる状態で設置し
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ていた。また、当該喫煙場所の一部につい

ては、望まない受動喫煙を生じさせ得る場

所を喫煙場所としており、同法により求め

られる配慮が不十分であった。〔特記前

出〕 

神奈川県平塚土木

事務所 

令和７年１月

27日（令和６

年12月４日か

ら同月６日ま

で職員調査） 

（不適切事項） 

 事務事業の執行において、令和６年度公園

緑地等維持管理工事県単（その１）維持管理

運営業務委託契約（契約額15,950,000円）に

基づく利用促進業務として受注者に作成させ

た、いせはら塔の山緑地公園のホームページ

について、知事室及びデジタル戦略本部室が

作成した外部サイト・特殊ページの開設に関

するガイドライン等に基づき、外部サイト開

設の必要性や、県が委託事業により作成する

ウェブサイトに求められる情報セキュリテ

ィ、ウェブアクセシビリティ等の水準を確保

するための仕様について両所属と事前に協議

すべきところ、これを行わず、上記の水準の

確保のための仕様が記載されていない契約を

締結していた。その結果、上記の水準を満た

さない外部サイトを受注者が作成し、公開す

ることとなった。 

（要改善事項） 

「公園使用料の調定に関する件」（前記３

⑵ア参照） 

神奈川県県西土木

事務所 

令和７年２月

５日（令和６

年12月20日、

同月23日及び

同月24日職員

調査） 

（不適切事項） 

財産管理事務において、共架電線１本に係

る行政財産の使用許可について、事業者が許

可申請せずに設置していることを設置から10

年以上経過した令和５年12月に認識したた

め、不当利得返還請求権に基づく使用許可前

の期間に係る使用料相当額27,393円のうち

10,054円について、事業者の消滅時効援用に

より徴収できなかった。 

神奈川県横浜川崎

治水事務所川崎治

水センター 

令和７年３月

７日（令和７

年１月27日及

び同月28日職

員調査） 

（不適切事項） 

契約事務において、非常用発電設備分解整

備工事契約（契約額1,980,000円）の履行確

認に当たり、神奈川県財務規則に基づき検査

調書を作成しなければならない場合に該当す

るにもかかわらず、これを作成していなかっ

た。 
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カ 企業庁（１か所、１件） 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項又は要改善事項 

神奈川県企業庁谷

ケ原浄水場 

令和７年２月

５日（令和６

年12月24日及

び同月25日職

員調査） 

（不適切事項） 

 財産管理事務において、電話柱等設置のた

めの行政資産の使用許可１件について、神奈

川県公営企業固定資産管理規程の一部改正に

伴う使用料の改定に係る変更許可を行ってい

なかった。その結果、使用料100円が徴収不

足であった。 

 

キ 教育委員会（10か所、14件） 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項又は要改善事項 

神奈川県教育委員

会教育局中教育事

務所 

令和７年３月

10日（令和７

年１月16日職

員調査） 

（不適切事項） 

 支出事務において、令和６年度ＮＨＫ放送

受信料１件、12,276円について、前渡金管理

精算票を作成し、支出命令に係る伺いに添付

すべきところ、添付が３月を超えて遅れてい

た。 

神奈川県立図書館 令和７年３月

10日（令和７

年１月31日職

員調査） 

（不適切事項） 

 契約事務において、令和６年度神奈川県生

涯学習情報ウェブサイト特集記事制作及びサ

イ ト 運 用 支 援 業 務 委 託 契 約 （ 契 約 額

2,607,000円、契約期間：令和６年４月１日

から令和７年３月31日まで）について、契約

期間の開始日が令和６年４月１日であるた

め、会計局長通知に基づき同月30日までに契

約すべきところ、同年５月１日に締結してい

た。 

神奈川県立総合教

育センター 

令和７年２月

20日（令和６

年12月12日及

び同月13日職

員調査） 

（不適切事項） 

財産管理事務において、その他柱類１本に

係る教育財産の目的外使用許可（使用料免

除）について、許可期間の開始日を遡って許

可を行っていた。 

神奈川県立歴史博

物館 

令和７年３月

28日（令和７

年１月23日職

員調査） 

（不適切事項） 

１ 支出事務において、令和６年度ＮＨＫ放

送受信料１件、18,414円について、前渡金

管理精算票を作成し、支出命令に係る伺い

に添付すべきところ、これを行っていなか

った。 

２ 物品管理事務において、重要物品である

電話交換機（価格3,962,000円）につい

て、神奈川県財務規則で定められた本庁機

関の課長の承認を受けないまま、不用決定

を行っていた。〔特記前出〕 
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神奈川県立生命の

星・地球博物館 

令和７年３月

27日（令和７

年１月29日及

び同月30日職

員調査） 

（不適切事項） 

１ 物品管理事務において、電子入札用ＩＣ

カード４枚を紛失していた。これにより、

代替品として電子入札用ＩＣカード35,200

円を購入することになった。 

２ 文書の管理において、産業廃棄物収集運

搬及び処分業務に係る支払関係書類など計

13点を紛失していた。〔特記前出〕 

神奈川県立相模原

弥栄高等学校 

令和７年３月

17日（令和６

年12月23日職

員調査） 

（不適切事項） 

 契約事務において、神奈川県立相模原弥栄

高等学校空調機賃貸借契約（契約額21,780

円）について、債務負担行為としての議会の

議決を経ることなく、年度を超えて契約を締

結していた。 

神奈川県立神奈川

総合産業高等学校 

令和７年３月

４日（令和７

年１月14日職

員調査） 

（不適切事項） 

 契約事務において、ＰＣ２台の購入契約（契

約額341,000円）の締結に当たり、神奈川県財

務規則運用通知に定める見積合せを省略でき

る要件に該当しないにもかかわらず、一者随

意契約を行っていた。 

神奈川県立西湘高

等学校 

令和７年３月

25日（令和７

年１月９日職

員調査） 

（不適切事項） 

１ 契約事務において、図書館用図書の購入

契約（契約額445,530円）の締結に当た

り、神奈川県財務規則運用通知に定める見

積合せを省略できる要件に該当しないにも

かかわらず、一者随意契約を行っていた。 

２ 事務事業の執行において、心電図検診委

託契約（単価契約、支払額計492,030円）

について、神奈川県個人情報取扱事務委託

基準の対象となることから、受注者に引き

渡した個人情報の返還など、個人情報保護

のための措置を、契約書等で義務付ける必

要があったにもかかわらず、これを行って

いなかった。 

神奈川県立あおば

支援学校 

令和７年１月

16日（令和６

年12月２日職

員調査） 

（不適切事項） 

 契約事務において、医療的ケア通学支援業

務（看護）委託契約３件（単価契約、概算総

価額計3,996,000円）について、平成20年３

月28日付け会計局総務課長通知に反し、予定

価格が100万円を超える随意契約であったに

もかかわらず、契約結果を公表していなかっ

た。 
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神奈川県立座間支

援学校 

令和７年２月

21日（令和６

年12月12日職

員調査） 

（不適切事項） 

１ 予算の執行において、消火器の処分費

１件、22,000円の執行に当たり、「（節）

役務費」とすべきところ、「（節）需用

費」で執行していた。 

２ 契約事務において、医療的ケア通学支援

業務（看護）委託契約（単価契約、概算総

価額3,248,000円）について、平成20年３

月28日付け会計局総務課長通知に反し、予

定価格が100万円を超える随意契約であっ

たにもかかわらず、契約結果を公表してい

なかった。 

      

ク 公安委員会（１か所、２件） 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項又は要改善事項 

神奈川県川崎警察

署 

令和７年２月

４日（令和６

年12月10日職

員調査） 

（不適切事項） 

 契約事務において、次のとおり誤りがあっ

た。 

１ 令和６年度被留置者診療代（５月分）ほ

か１件（支払額計105,893円）の履行確認

に当たり、神奈川県財務規則に基づく検査

調書を作成していなかったにもかかわら

ず、この場合に同規則により必要とされる

履行確認に関する記録の作成を行っていな

かった。 

２ ルームクーラーの購入、撤去及び電源工

事契約（契約額457,600円）の締結に当た

り、神奈川県財務規則運用通知に定める見

積合せを省略できる要件に該当しないにも

かかわらず、一者随意契約を行っていた。 

 

⑵ 不適切事項及び要改善事項が認められなかった箇所（62か所） 

ア 総務局（３か所） 

神奈川県戸塚県税事務所、神奈川県相模原県税事務所、神奈川県平塚県税事務所 

 

イ くらし安全防災局（１か所）  

神奈川県温泉地学研究所 

 

ウ 環境農政局（１か所）  

神奈川県横浜川崎地区農政事務所 

 

エ 福祉子どもみらい局（３か所） 

神奈川県立かながわ男女共同参画センター、神奈川県立総合療育相談センター、

さがみ緑風園 
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オ 健康医療局（３か所） 

神奈川県立衛生看護専門学校、神奈川県食肉衛生検査所、神奈川県動物愛護セン

ター 

 

カ 産業労働局（４か所） 

神奈川県かながわ労働センター川崎支所、神奈川県かながわ労働センター県央支

所、神奈川県かながわ労働センター湘南支所、神奈川県立東部総合職業技術校 

 

キ 県土整備局（２か所） 

神奈川県横浜川崎治水事務所、神奈川県リニア中央新幹線推進事務所 

 

ク 企業庁（６か所） 

神奈川県企業庁相模原南水道営業所、神奈川県企業庁津久井水道営業所、神奈川

県企業庁鎌倉水道営業所、神奈川県企業庁大和水道営業所、神奈川県企業庁相模川

発電管理事務所、神奈川県企業庁発電総合制御所 

 

ケ 教育委員会（19か所） 

神奈川県教育委員会教育局湘南三浦教育事務所、神奈川県教育委員会教育局県西

教育事務所、神奈川県立川崎図書館、神奈川県立横浜緑ケ丘高等学校、神奈川県立

横浜清陵高等学校、神奈川県立舞岡高等学校、神奈川県立川崎高等学校、神奈川県

立住吉高等学校、神奈川県立川崎北高等学校、神奈川県立生田高等学校、神奈川県

立百合丘高等学校、神奈川県立横須賀高等学校、神奈川県立厚木王子高等学校、神

奈川県立厚木清南高等学校、神奈川県立大和高等学校、神奈川県立愛川高等学校、

神奈川県立藤沢支援学校、神奈川県立茅ケ崎支援学校、神奈川県立伊勢原支援学校 

 

コ 公安委員会（20か所） 

神奈川県山手警察署、神奈川県磯子警察署、神奈川県伊勢佐木警察署、神奈川県

鶴見警察署、神奈川県旭警察署、神奈川県緑警察署、神奈川県戸塚警察署、神奈川

県栄警察署、神奈川県泉警察署、神奈川県瀬谷警察署、神奈川県横浜水上警察署、

神奈川県中原警察署、神奈川県高津警察署、神奈川県田浦警察署、神奈川県松田警

察署、神奈川県秦野警察署、神奈川県大和警察署、神奈川県相模原警察署、神奈川

県相模原南警察署、神奈川県相模原北警察署 

    

  


